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国際会計基準・払戻可能出資金の資本要件
―その資本性と負債性の検討―
堀 越 芳 昭
はじめに
２００３年から２００８年にかけて，払戻可能出資金，とりわけ協同組合の出
資金の資本性と負債性をめぐって国際会計基準の検討が行われてきた。
国際会計基準では払戻可能な出資金つまり協同組合の出資金は当初負債
とみなされていたが，のちにその資本の条件として「払戻禁止」が取り
上げられ，さらに各界との議論の結果，２００８年２月に時価評価やその開
示等の条件付きによって資本とされ，ここに払戻可能出資金つまり協同
組合出資金をめぐる問題は一応の結論に至ったようである。ただしその
条件等が協同組合の在り方として果たして適切かどうか，という問題が
新たに生じているように思われる。
本稿では国際会計基準における払戻可能出資金・協同組合出資金の資
本性と負債性に関わる検討推移と最新動向から，国際会計基準における
払戻可能出資金・協同組合出資金の資本要件を明らかにし，その上で協
同組合理論の立場から，協同組合の資本をめぐる理論的解明（その本質，
機能的特質と存在的特質）や政策的あり方について検討することとする。
なお国際会計基準にいう払戻可能出資金は，協同組合の出資金やパー
トナーシップの出資金，さらに個人企業の出資金等がそれに該当する。
したがって本来のところ協同組合のみならずパートナーシップや個人企
業についても詰めた検討が必要であるが，法制度上・実態上・学説上，
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協同組合の出資金に関する蓄積が豊富であることから，本稿では協同組
合を中心とした検討を行うものであることを断わっておきたい。
１．国際会計基準における払戻可能出資金の検討推移
最初に，国際会計基準における払戻可能出資金・協同組合出資金の資
本性と負債性に関する検討推移をみておこう
（１）
。
（１）２００３年１２月１７日 IAS３２号「金融商品：開示と表示」改訂書
国際会計基準員会（IASB）は，IAS３２号「金融商品：開示と表示」に
関して，２００３年１２月１７日国際会計基準 IAS３２号改訂書を提出した。そ
こでは，負債か資本かの区分について次のように規定している
（２）
。
● 金融商品は，現金その他の金融資産を引き渡す契約上の義務
である場合には，負債である。負債の調達コストは費用として
会計処理される。
● 金融商品は，負債のすべてを控除した後の企業の資産に対す
る残余持分を証するものである場合，持分である。株式に係る
支払は，費用ではなく分配として扱う。
● 転換負債（保有者に現金での返済か株式での返済かの選択権を与えて
いるもの）は，負債部分と資本部分に分離される。より具体的
には，普通社債の割引発行と，転換権に関する資本の部の貸方
計上とに分解される。
通常の負債のほか，負債には，投資信託のユニットや一部の
優先株式のような強制償還株式が含まれる。それらは現金を支
払う義務を含んでいるからである。
このように，「現金その他の金融資産を引き渡す契約上の義務」が「負
債」とされ，「負債のすべてを控除した後の企業の資産に対する残余持
分」を「資本」とする。このことから協同組合の出資金は「払戻可能」
研究年報 社会科学研究 第２９号（２００９年２月１５日）
７２
であることから「負債」であるとみなされたのである。
（２）２００４年６月３０日 IFRIC「D８ 協同組合の出資金に関する指針案」
国際財務報告解釈指針委員会（IFRIC）は，払戻可能出資金である協
同組合の出資金に関して，協同組合関係者との協議を踏まえ，２００４年６
月３０日付で「D ８ 協同組合の出資金に関する指針案」を提出した。そ
の要点は次のとおりである
（３）
。
●D ８は，協同組合の組合員が出資の払戻しを請求できる契約上
の権利は，それ自体では，組合員出資を金融負債に分類する理
由にはならないとしている。むしろ，企業は，金融負債と資本
のどちらに分類するかを決定する際に，当該金融商品のすべて
の契約条件を考慮しなければならない。
●D ８では，払戻しを請求できる権利が組合員になかったならば
資本に分類される組合員出資は，以下のいずれかの条件に該当
する場合には資本とすることを提案している。
・企業が，組合員出資の払戻しを拒否できる無条件の権利を有
している。
・国内の法・規則または企業の定款等が，組合員出資の払戻し
を無条件に禁止している。
●D ８では，払い戻し請求が可能で金融負債に分類される組合員
出資は，協同組合の根拠規定や準拠法の払い戻し条項によって
支払われる可能性がある最大額をもって測定すべきであると提
案している。
ここでは，「払戻請求の契約」の有無ではなく，「払戻拒否」（組合），
または「払戻禁止」（法・定款）の有無が負債と資本の区分基準とされた
のである。すなわち組合員に「払戻可能」という権利があったとして
も，組合がそれを拒否し法・定款が禁止している場合は，「資本」と見
なすとしたのである。この点で先の IAS３２号と違い，いくぶん協同組
国際会計基準・払戻可能出資金の資本要件
７３
合の特質を考慮した基準ということができる。
（３）２００４年１１月２５日 IFRIC 解釈指針第２号「協同組合に対する
組合員の出資及び類似の金融商品」
IFRIC は２００４年１１月２５日，協同組合の組合員出資を負債と資本のい
ずれに分類するかに関する指針を示す，IFRIC 解釈指針第２号「協同
組合に対する組合員の出資及び類似の金融商品」を公表した
（４）
。
１．IFRIC 第２号は，協同組合に対する組合員の出資を含む金融商
品の保有者が出資の払戻しを請求できる契約上の権利は，それ自体
では，当該金融商品を金融負債に分類する理由にはならないとして
いる。むしろ，企業は，金融負債と資本のどちらに分類するかを決
定する際に，当該金融商品のすべての契約条件を考慮しなければな
らない。
２．IFRIC 第２号では，払戻しを請求できる権利が組合員になかっ
たならば資本に分類される組合員出資は，以下のいずれかの条件に
該当する場合には資本とすることを規定している。
（ａ）企業が，組合員出資の払戻しを拒否できる無条件の権利を
有している。
（ｂ）払戻しは，国内の法・規則または企業の定款等により，無
条件に禁止されている。しかし，流動性制約のような条件に
該当する（または該当しない）場合に限って払戻しを禁止する
国内の法・規則または企業の定款等の規定によって，組合員
出資は資本とはならない。
このように IFRIC 解釈指針第２号は，先の IFRIC の D ８とほぼ同様
の指針であった。
（４）２００６年６月２２日 IAS第３２号の修正公開草案
IASB は，２００６年６月２２日 IAS 第３２号の修正を提案することを決定し
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た
（５）
。本修正案では，規定された規準を満たした場合，以下のタイプの金
融商品が資本（equity）として区分される。
（ａ）公正価格で償還される金融商品（a financial instrument puttable
at fair value）は，所定の基準を満たした場合，資本に区分さ
れる。
（ｂ）企業の解散時にその純資産（the net assets of the entity）の比
例した持分（a pro rata share）を他の企業に引き渡す義務（an
obligation to deliver to another entity）を負わせる金融商品は，所
定の基準を満たした場合，資本に区分される。
そして本修正は，①これら金融商品の公正価格額を含み，公正価格で
償還され資本として区分される金融商品についての開示，②公正価格で
償還できる金融商品と精算時に生じる義務を伴った金融商品を金融負債
と資本への再区分の開示，が必要であるとされた。ここに一定の条件の
下に，協同組合の払戻可能出資金が資本とされる方向性が示された。し
かしここでいう公正価格とは時価評価の価格のことであり，そうである
とすればこの公正価格が協同組合の資本の在り方に適合的かどうか新た
な問題も生じることになる。
（５）２００８年２月１４日 IAS第３２号「金融商品：表示」の改訂
２００８年２月１４日付 IASB プレスリリースは以下のとおりであった
（６）
。
IASB は２００８年２月１４日，普通株式と類似の性質を持つが現在金融負
債として分類されている特定のタイプの金融商品の会計処理を改善する
ための改訂を行った。
IASB 第３２号は，金融商品の保有者が現金による償還を発行者に要求
できる場合に，当該金融商品を負債に分類することを規定している。ほ
とんどの場合，この単純な原則がうまく機能する。しかし，通常は資本
と考えられる金融商品（一部の普通株式やパートナーシップ持分）の中には，
当該金融商品を発行者に現金による償還を要求することを保有者に認め
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ているものも多い。現状では，こうした金融商品は資本ではなく負債と
される。
この問題に関し本改訂は，以下のタイプの金融商品が特定の性質を有
し所定の条件を満たした場合，資本に区分することを規定している。
・償還可能な金融商品（例えば，一部の協同組合が発行する持分）
（for example, some shares issued by co-operative entities）
・金融商品又は金融商品の構成要素で，清算時にのみ当該企業の純
資産の比例的持分（a pro rata share）を他の当事者に引き渡す義務
（an obligation to deliver to another party）を企業に負わせるもの（例え
ば，一部のパートナーシップ持分および存続期間が有限の事業体が発行する
株式）（for example, some partnership interests and some shares issued by
limited life entities）
そして所定の条件として追加の開示が，本改訂が影響する金融商
品に関して求められる。（Additional disclosures are required about the
instruments affected by the amendments．）
なおこの改訂は，前出の２００６年６月１５日修正公開草案への提案を
検討した結果であり，２００９年１月１日以後の会計期間より適用さ
れ，早期適用も認められるという。
ここにおいて払戻可能出資金，すなわち協同組合の出資金に関する国
際会計基準が一定の定式化に至ったと考えられる。すなわち払戻可能な
協同組合の出資金について，追加の開示等といった条件付きにより資本
とみなされることになった。かくして協同組合の出資金をめぐる問題は
一応の結論に到達したということができる。
しかし出資金の払い戻しに時価評価が要件とされたり，出資配当や出
資金による残余財産分配が絶対的な条件になるとすれば，先にもふれた
ようにこれらの条件が協同組合の資本のあり方として適切であるかどう
かという別の問題が生じることになる。
ところで IAS 第３２号現行規定について，①IAS 第３２号の原則は適用
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が難しい，②それらの原則の適用が，一部の金融商品について不適切な
分類を生じる場合がある，といった大きく分けて２種類の批判が提起さ
れている。そのため２００８年２月２８日に IASB と米国財務会計基準審議会
（FASB）との修正共同プロジェクトである「資本の特徴を有する金融
商品に関するディスカッション・ペーパー」を公表した。これは IAS
第３２号「金融商品：表示」の規定を改善し簡素化するための IASB プロ
ジェクトの第一段階である。このコメント募集が２００８年９月５日まで行
われ，FASB は IASB に同意したとの報道がなされている。したがって
IAS 第３２号は今後さらに改訂される可能性は否定できず，その動向に注
視していきたい
（７）
。
いずれにしても上記した払戻可能出資金，つまり協同組合出資金の資
本規定のための時価評価条件や開示条件等は，さらに吟味されなければ
ならない問題であるのは確かである。公開株式会社に基づいた国際会計
基準によって協同組合出資金を評価することにそもそも大きな限界が伴
うのではないであろうか。そうであるならば，協同組合の思想と理論の
立場から，協同組合の資本をめぐる理論的解明（その本質，機能的特質と存
在的特質）や政策的あり方について，詰めた検討を行い，それを明確に
提示することが次の重要な課題となる。
２．「協同組合資本論争」と協同組合の資本原則
（１）「協同組合資本論争」の推移
ここでは協同組合の資本に関する「協同組合資本論争」の推移につい
て，世界と日本における「協同組合資本学説」の展開として概観してお
きたい
（８）
。それによれば，協同組合資本学説にはこれまで次のような諸説
があった。すなわち①協同組合＝資本説，②協同組合＝非資本説，③協
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同組合＝制限資本説，④協同組合＝可変資本説，⑤協同組合＝社会的資
本（共同資本）説，である。
このうち①資本説と②非資本説は対極に位置するが，両説とも経済理
論の一般規定に基づいているという点で共通している。そこでは協同組
合の出資金や積立金などの立ち入った検討はみられない。この①資本説
である「近藤理論」系譜の協同組合論では協同組合の資本に関して，「商
業資本の特殊な企業形態」あるいは「社会的総資本」の一翼を形成する
ものとして協同組合＝資本説を一般的に規定するのみであった。その結
果，協同組合の資本は資本としては一般企業の資本と何ら異なるもので
はない，とされたのである。ここでの問題は一般企業の資本規定をその
まま協同組合の資本に適用したところにあったといえよう。協同組合の
資本の内在的検討を欠いたこのような資本説あるいは非資本説では，国
際会計基準の負債説ないしは条件付き資本説に対して効果的説得的な反
証は困難であろう。
③の制限資本説は協同組合の資本が通常の企業の資本とは異なって制
約性・制限性を有することを特徴とみなす。これは協同組合の資本を内
在的にとらえるものであり一定の有効性を有しているが，出資金と積立
金のより突っ込んだ検討はなされていない。
協同組合の資本を内在的にとらえたものは，④の可変資本説と⑤の社
会的資本（共同資本）説である。可変資本説と社会的資本（共同資本）説
によって協同組合の資本が内在的にとらえられるようになった。可変資
本説は協同組合の出資金の特質（可変性）を闡明にしたものであり，社
会的資本（共同資本）説は協同組合の積立金とりわけ「不分割積立金」
の特質（社会性・共同性）を明らかにしたものである。
いまここで求められているのは協同組合の出資金が資本かどうかとい
うことのみならず，どのような資本であるのかということである。すな
わち会計上・事業上における「資本」の問題であり，協同組合の内実に
迫った協同組合の資本（出資金と積立金）の実体的な検討である。とりわ
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け現在，協同組合の出資金の特質を明らかにすることが求められている
のであるが，上述した国際会計基準の負債説または条件付き資本説に有
効に対応するためには可変資本説や社会的資本（共同資本）説のように
内在的検討を踏まえなければならない。
（２）協同組合の資本原則
ここでは，協同組合原則において資本はどのように扱われているのか
について検討していく
（９）
。
１９９５年 ICA 原則の第３原則「組合員の経済参加」において協同組合
の資本に関する原則が定められている。その内容は次のように整理する
ことができる。
① 組合員出資制
② 組合員による資本の管理
③ 出資利子制限
④ 利用高割戻し
⑤ 共同財産の形成，「不分割積立金」の形成
⑥ 教育準備金の造成
⑦ 協同組合共同資金の形成
⑧ その他連帯資金・社会目的資金の形成
この場合，組合員出資金は拠出出資金であり，それは①義務的出資
金，②追加的出資金，③配当の出資金振替からなる。組合員出資金は組
合員の利益分配を目的とした投資資金ではなく，利用目的実現のために
組合員が引き受けなければならない責任であると規定されている。その
意味で協同組合の出資金は利益分配を要求する資本ではないが，利用目
的を実現するために生じる一定のリスクを負うという意味で資本である
とういうことはできよう。
ところで，協同組合の資本に関する原則は，この第３原則のみなら
ず，第１原則・第２原則と深い関わりがある。第１原則「自発的で開か
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れた組合員制」は，①加入脱退の自由，②組合員の資格，権利・義務，
が定められ，それは各原則の中でも「最も強力である」。すなわち協同
組合の資本に関わる原則においてもその基礎にこの組合員制原則がある
のである。
すなわち，「加入脱退の自由」原則は出資金の存在上の特質を規定し，
出資金の可変性を決定づけている。組合員の資格，権利・義務とは，協
同組合のサービスを利用できること，組合員としての責任（遂行責任）
を受け入れることであり，その責任に出資金の拠出が含まれていると規
定されている。ここで重要なのは，協同組合の事業は組合員の利用目的
に基づいているのであり，出資金の拠出は利用目的のための組合員の責
任・義務であるということである。組合員が協同組合に加入するのは協
同組合のサービスを利用するためであり，その目的のために一定の出資
金拠出義務を負うのである。このことは出資金が利益分配を求めるもの
でも組合支配を求めるものでもないことを表している。協同組合が組合
員の出資を義務づけるのは協同組合が組合員にサービスを提供する事業
を展開するためであり，その事業資金の財源としてである。
第２原則「組合員による民主的管理」は，組合員の意思決定の参加と
議決権平等（１人１票）が規定されている。ここで重要なのは，この議
決権が出資金額とは無関係であるということである。組合員の議決権は
前述した３つの出資金のうち義務的出資金に付与されているというもの
ではない。議決権は出資金とは無関係に組合員の人格に付与されるので
ある。したがって組合員出資金は本質的に無議決権である。そうである
ならば，その優先性の不履行によって議決権が復活するという「無議決
権優先出資金」は協同組合においては成立せず，それは単なる「社債」
「組合債」に他ならないということができる。いずれにしても，第２原
則は協同組合の出資金の支配性を否定するものである。
このように協同組合原則において，協同組合の出資金は，利益分配と
支配としての資本的性格は否定されている。この意味で協同組合の出資
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金は資本ではないが，事業資金として責任を負うという意味で会計上・
事業上の資本ということはできる。しかし一面で資本ではなく，他面で
資本であるというのは，協同組合の出資金ひいては協同組合の資本が一
般企業とは異なった特質を有しているからであって，後述するように負
債と資本の中間的性格であるというものではないと思われる。
３．協同組合出資金の資本特性
（１）協同組合出資金の機能的特質
払戻可能出資金としての協同組合出資金の資本特性を把握するには，
資本の機能と存在の両面からとらえなければならない
（１０）
。ここではまず資
本の機能の側面から考えていく。
一般に資本機能として次の諸点をあげることができる。
① 立ち上がり資金
② 運転資金
③ 再投資資金
④ 負債に対する担保
⑤ 利益の帰属
⑥ 支配の根拠
⑦ 残余財産分配の基準
それでは，協同組合の出資金はどのような機能を果たしているのであ
ろうか。協同組合の資本機能は上記７つの機能のうち，⑤利益の帰属
は，出資利子制限の協同組合原則によってその機能を禁止ないし制限さ
れている。また⑥支配の根拠は，出資額と無関係な議決権の付与（議決
権平等原則）によって否定されている。⑦の残余財産分配は，１９９５年 ICA
原則等の「不分割積立金の原則」では否定されるが，それ以外の財産に
対してはさまざまな処分方法がありえ，協同組合法によっては容認され
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ている場合もある。この点残余財産の処理に関しては明確な制度や方式
が確立しているとはいえない状況である。しかし，次のように言うこと
はできよう。すなわち，「不分割積立金」以外の組合財産を分配する場
合は，利用分量分配の原則によって行われるべきである。
総じて各種の資本機能のうち，最も重要な利益分配機能と支配機能が
剥脱され，残余財産分配機能も協同組合原則で「不分割積立金」に関し
否定されているように，協同組合の資本機能は一般企業における資本機
能とは著しく異なっているのは明らかである。
ところで①の立ち上がり資金，②の運転資金としての機能は，借入
金・負債によっても不可能ではなくいわゆる自己資本だけにその機能は
限定されない。これらはある意味であらゆる事業体にみられる資本機能
であるということもできる。また③の再投資資金は基本的には事業活動
の剰余から形成される準備金・積立金によるものであるが，現存の出資
金ないしは追加出資金によって行われる場合もある。しかし再投資資金
をこの現存の出資金ないしは追加出資金に過度に依存すると，出資金の
可変性という特質からみて危険な面をもつことも否定しえない。
それはともかく，問題の焦点は④の負債に対する担保機能であり，協
同組合の出資金がこの機能を果たしているかどうかである。協同組合は
組合員の利用目的を実現するために事業を展開するのであり，組合員は
そのために出資金を拠出する義務を負うのであり，事業上の負債が生じ
た場合，それらに対して責任を負うということで，出資金はこの担保機
能を果たしているということができる。こうして一般債権者は出資金の
担保機能によって保護されており，実際にも協同組合が経営危機に陥っ
た場合に出資金の責任が履行されている。確かに，出資金が払戻可能で
あることからその不安定性を否定することはできず，負債に対する担保
機能に問題を生じるということは否定できない。しかしこの不安定性は
出資金の存在によって規定されるものであり，出資金それ自体の担保機
能の有無とは別の問題であろう。
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このように出資金それ自体は負債に対する担保機能を果たしていると
いうことができる。残余財産の処理が行われる場合，出資金の弁済は債
務の劣後にあるということから，この担保機能は不可欠な機能としてい
るものといえる。このように出資金の担保機能という点で，出資金は機
能的には資本と規定することができよう。
以上から，協同組合の出資金は，利益の帰属と支配の根拠としての機
能は否定され，一般の企業資本とは異なっており，企業資本と同様の資
本とはいうことはできない。しかしながら協同組合の出資金は一般的な
事業資金として機能し，また負債に対する担保として機能しており，そ
の意味で会計上・事業上の資本としての機能を果たしているといえよ
う。とりわけ担保機能を有するという点では，リスク負担を負ってお
り，資本機能を有しているということができる。すなわち，協同組合の
出資金は企業資本の資本と同じ資本とはいえないが，組合員の利用目的
を実現する事業を行う上で一定の資本機能を果たしているのである。こ
うした資本を企業資本，とりわけ株式会社資本を基準として一律に律す
るということは困難ではなかろうか。
とはいえ，協同組合の出資金の資本機能の発揮（とりわけ負債に対する
担保機能）には一定の制約におかれていることも事実である。それは出
資金自体が機能発揮に限界を持つというよりも，出資金の存在に特殊性
があるからであろう。そこで次に協同組合の出資金の存在的特質をみて
いきたい。
（２）協同組合出資金の存在的特質
協同組合の出資金は，その資本機能の発揮においてその不安定性が問
題となる。それは出資金自体の機能的特質というよりも出資金の存在に
関わる問題である。
協同組合の出資金の存在的特質は，出資金が組合員と一体で密着して
いることにあり，組合員の加入脱退および組合員の組合に対する信頼度
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によって出資金額が変動するところにある。そしてこれを可能にしてい
るのが脱退時における出資金の払戻可能性である。こうした出資金の可
変的特質は，一面で協同組合の事業の有効性が組合員の加入脱退と信頼
度によって絶えず検証されていることの証左でもあり，協同組合の有効
性が発揮されている限り，組合員の参加は促進され，出資金は安定的に
存在し，それが有する不安定性は解消される。他方で協同組合の有効性
が損なわれた場合，あるいは不測の事態によって出資金の不安定性が顕
在化することがあるのも事実であって，その場合の対処法は後述するよ
うに制度的に確保されておく必要がある。ともあれ，組合員の利用目的
の実現が有効に機能しているかどうかのバロメーターとしての役割が協
同組合の出資金の可変的特質に連動しているのである。
なお，こうした協同組合の出資金の存在的特質は組合員の存在的特質
に規定されており，これこそが協同組合の特質を形成していることに留
意しなければならない。ここでいう組合員の存在的特質とは，「組合員
（構成員）が利用者である」ということ，「利用者が組合員（構成員）であ
る」というところに求められる。ここでいう構成員とは，所有者であ
り，運営者（意思決定者）であるということである。つまり，組合員は所
有者であり，かつ利用者であって，所有者性（資本主性）と利用者性（顧
客性）を合わせ持つ存在である（いわゆる「二重性」）。この組合員の存在的
特質は，二面性というよりもその一体性に特徴があり，利用目的を第一
義とする組合員にとっては，その利用者性が本源的なものであり，その
利用者性を発揮するために所有者性を有するといったほうがより正確で
あろう。こうした組合員と利用者の一体的存在が組合員と出資金の一体
的存在を決定づけているのであって，協同組合の出資金の特質は究極的
にはこうした組合員の存在的特質に規定されているということができ
る。
この組合員と利用者の一体性，出資と利用の一体性は，協同組合の本
質的要素であり，脱退時においてもそれは貫かれる。すなわち組合員の
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脱退とは利用目的の放棄と連動して出資金は返還され，出資者であるこ
とも解消される。出資者と利用者が分離して，出資者の側面のみが脱退
し利用者の側面が残った場合，それは「外部利用者・外部顧客」とな
り，協同組合の特質の変質の始まりとなる。他方で利用者の側面のみが
脱退し出資者の側面が残った場合，「非利用出資者」となり株式会社の
株主と同じような存在になる。出資者と利用者が分離することは，協同
組合の変質をもたらす基礎要因である。協同組合のこのような特質は，
「当事者性」を内在させているといえるが，協同組合にはこうした特質
を堅持することが求められる。
４．協同組合出資金の特質と出資金政策
（１）協同組合出資金の特質
協同組合の出資金が払戻可能という可変性を有するのは，協同組合の
大きな特質である。この特質は協同組合の人的性格，組合員の存在的特
質によるものであり，組合員と出資金の密着性に由来する。そこにおけ
る長所も短所もこの組合員と出資金の密着性から生じるのである。
その長所とは，組合員との関係性が強固であるということであり，し
たがって組合員の信頼性が高い場合は出資金の安定性と強化が確保・促
進される。他方その短所は，信頼性を失った場合組合員は利用を減少さ
せ，はては組合を脱退することになり，出資金の減少をもたらし不安定
性を助長することになる。
もちろん組合員の信頼性は利用原理に基づく利用目的の実現如何によ
るのであり，組合の提供するサービスの良し悪しに依存する。組合の
サービスの中身こそが組合員の信頼を獲得するかどうかを決定づけるの
でる。こうして，組合員の加入脱退，組合員の信頼性の有無が出資金の
安定性・不安定性を決定づけることになり，組合の盛衰もこれに大きく
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依存しているといっても過言ではない。
とはいえ，組合員の密着性を維持しつつ，払戻可能にともなう不安定
性を克服する方法を追求することが求められるであろう。それは今のと
ころ次のような方策が考えられる。
① 払戻時期の制約
② 一定期間の責任付与
③ 限定された譲渡（家族または他の組合員または新規組合員）
④ 払戻分の組合による一時買取
これらの出資金政策は，協同組合の出資金の長所を損なうことなく，
出資金の不安定性を克服する方法として考えられるものである。このう
ち①と②は時期の問題であり，④は名目上のことにほかならず実際は組
合財産が流出する。妥当な対処方法としては③の限定された譲渡という
方法があげられる。これにより出資金の流出は間違いなく防止されるか
らである。しかしこの譲渡は家族や既組合員ないしは新規組合員に限定
されなければならない。不特定多数者や一般市場への譲渡は，出資金が
金融商品化することになり出資金の本来の趣旨に背くことになるからで
ある。
しかしより根本的解決方法は，組合員の存在（組合員数と信頼の増大）
をいかに高めるかということであり，出資金を補完するものとして協同
組合原則に合致した不分割積立金をはじめとした積立金をどのように充
実させるか，ということである。
（２）協同組合の出資金政策
（１１）
さて，出資金が負債性と資本性の両面の特質を有しているとするなら
ば，それは積立金によって補完されなければならない。その負債性は積
立金によって担保されなければならない。この負債に対する担保能力を
基準にして，負債・出資金・積立金が総資本の構成の中でどのようにあ
るべきかについて付言しておきたい。これについて，①出資金を資本と
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みなした場合，②出資金を負債とみなした場合，③出資金を半負債とみ
なした場合，にわけてみてみよう。それは次のようである。
① 出資金を資本とした場合 負債：出資金：積立金＝２．０：１．０：１．０
自己資本比率：５０％ 積立金比率：２５％
② 出資金を負債とした場合 負債：出資金：積立金＝２．０：２．０：４．０
自己資本比率：７５％ 積立金比率：５０％
③ 出資金を半負債とした場合負債：出資金：積立金＝２．０：２．０：２．０
自己資本比率：６７％ 積立金比率：３３％
いわゆる自己資本比率は，出資金を資本とした場合５０％，出資金を負
債とした場合７５％が最小限必要であり，半負債とするならば６７％の自己
資本が求められる。積立金比率は，出資金を資本とした場合２５％，出資
金を負債とした場合５０％，半負債の場合３３％が少なくとも必要である。
いずれにしてもかなり高い比率が求められる。しかし一般企業において
も，「優秀企業」とは，自己資本比率５０％以上，８０％，９０％というきわ
めて高い比率の企業であることも指摘しておきたい。
（３）出資金払戻に関する農協法の改正
（１２）
ところで日本では，「農業協同組合法及び農業信用保証保険法の一部
を改正する法律案」が２００４年６月１１日参議院を通過して，２００４年６月１８
日法律１０７号として公布され，その施行は平成１７年（２００５年）４月１日と
されている。そのうち本稿に関連した改正箇所は以下の第２１条と第５４条
である。
第２１条 出資組合の組合員は，いつでも，その持分の全部の譲渡
によって脱退することができる。この場合において，そ
の譲渡を受ける者がないときは，組合員は出資組合に対
し，定款の定めるところにより，その持分を譲り受ける
べきことを，請求することができる。
④第１項の規定により出資組合が組合員の持分を譲り受け
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る場合には，第１４条の第１項及び第２項の規定は適用し
ない。
第５４条
②出資組合は，次に掲げる場合には，前項の規定にかかわ
らず，当該組合員の持分を取得することができる。
１ 第２１条第１項の規定により，組合員の持分を譲り受
けたとき
２ 全国の区域を地区とする農業協同組合連合会がその
会員たる農業協同組合連合会と合併したとき
③出資組合が前項の規定により，組合員の持分を取得した
ときは，速やかに，これを処分しなければならない。
この改正により，組合員の脱退には持分の「譲渡」が前提となるが，
譲渡先は組合の承認の下に組合員であることが要件となり（第１４条），そ
れが不可能な場合，組合が譲渡先となることができる。すなわち，脱退
の前提としての持分の譲渡が現組合員・新組合員に限定されていること
（組合員への持分譲渡），それが不可能な場合組合が持分を取得すること
（「組合所有持分」），組合が取得した持分は速やかに処分しなければなら
ないことが規定されている。
この農協法の改正が，国際会計基準の指針案 D ８に合致したものか
どうかの検証が求められる。すなわちこの改正が先の D ８の「払戻拒
否」・「払戻禁止」に相当するのかどうかである。この点から言えば，農
協法改正の「組合員への持分譲渡」と「組合所有持分」は，当該組合員
への組合による「持分払戻」ではないということはできよう。その意味
で，この農協法改正は国際会計基準の指針案に合致しているということ
ができるかもしれない。ただし実際上「組合員への持分譲渡」が可能か
どうか，また「組合所有持分」が速やかに処分できるかどうかは，組合
員の組合への信頼が不可欠であることを認識しておかなければならな
い。また次善の方策としての「組合所有持分」が可能であるためには，
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組合資産の充実（積立金の充実）が前提となることもまた事実である。
ただし今回の農協法の改正は，前述した２００６年・２００８年の時価評価や
その開示を資本要件とした IAS３２号の改定には対応しえないと思われ
る。
おわりに
払戻可能出資金としての協同組合の出資金は，利益の帰属・支配の根
拠といった一般企業の資本的特質を有することなく，事業資金・負債に
対する担保機能といった一般事業体に共通する資本的特質をもってい
る。それは組合員が利用者であるという協同組合の本質的特質に規定さ
れ，組合員と利用者の一致，利用原理の貫徹によって，組合員出資金は
組合員の利用目的を実現するための責任として義務化されていることに
由来している。すなわち協同組合は自らの「当事者性」を発揮するもの
として出資金があるのである。他方で負債の定義を，①債務であるこ
と，②過去の事象に起因していること，③経済的便益の移転を伴うこ
と，に求めるならば，その存在的特質による払戻可能な協同組合の出資
金はこの定義に接近したものということができる。
このような見地からすれば協同組合の出資金は，負債性と資本性を兼
ね備え，いわば負債と資本の中間領域にあるということもできなくはな
い。しかし払い戻しが可能であるとしても，株式会社におけるような中
間領域にある金融商品としての（強制償還）優先株式やストック・オプ
ションとはまったくその性格を異にしている。協同組合の出資金は金融
商品でも投資の対象でもなく，組合員の組合利用を確保するための組合
員の責任義務としてあるのである。再言するが，そのいわゆる負債性は
払戻可能性にあるとされるのであるが，その払戻可能性は負債性に由来
するのではなく，組合員の存在特質，出資金の組合員との一体性・密着
性という出資金の存在的特質に由来する。そしてその資本性は，負債に
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８９
対する担保として，リスクを負うといった機能的特質としてのそれであ
る。要はそうした協同組合の特質を把握するかどうかである。
したがって一般企業や公開株式会社を基準とした会計基準で，払戻可
能出資金たる協同組合の出資金さらにはその資本を負債あるいは資本と
することは困難であり，時価評価やその開示を資本要件とした場合にお
いても協同組合の資本の特質や実態を没却することになるであろう。い
ま求められるのは，協同組合の特質を否定する会計基準ではなく，協同
組合の資本の機能と存在的特質を生かし，その組合員＝利用者という協
同組合の特質を生かす会計基準，そのような「協同組合会計基準」であ
るように思われる。
ところで，２００８年９月に勃発したアメリカ発の国際的な金融危機は，
公開株式会社における開示義務と時価評価を絶対的な基準とした国際会
計基準のあり方に少なからず影響を与えざるをえないように思われる。
そうであるならばこうした動向は，われわれの主張を補強するものにな
るであろう。すなわち，公開株式会社とは異なった会計の仕組みであ
る，払戻可能出資金を採るところの協同組合やパートナーシップや個人
企業に対し，開示と時価に基づいた会計基準をそのまま適用することは
適切とはいえないであろう。
【注】
（１） 以下の WEB 上の情報は下記アドレスからのものである。
・企業会計基準委員会／財団法人財務会計基準機構
http : //www.asb.or.jp/
・国際会計基準審議会
http : //www.iasb.org/Home.htm
（２） 次のアドレス参照。http://www.asb.or.jp/html/iasb/standards/ias 031217/
comments 20031217.php
http : //www.asb.or.jp/html/iasb/standards/ias 031217/PRIASB 32.39_J 2.pdf
（３） 次のアドレス参照。
http : //www.asb.or.jp/html/iasb/ed/comments 20040630_1.php
http : //www.asb.or.jp/html/iasb/ed/20040630_1.pdf
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http : //www.iasb.org/news/index.asp?showPageContent=no&xml=10_182_
25_30062004_29062009.htm
（４） 次のアドレス参照。http : //www.asb.or.jp/html/iasb/standards/ias 041125
/comments 20041125.php
http : //www.asb.or.jp/html/iasb/standards/ias 041125/ifric 2 pr_j.pdf
（５） 次のアドレス参照。
http : //www.asb.or.jp/html/iasb/ed/comments 20060622.php
http : //www.iasb.org/NR/rdonlyres/5 AE 2 C 00 F-33 C 1-4358-A 554-D 7 FB
077 DDD 74/0/EDAmdmtstoIAS 32 and 1.pdf
（６） 次のアドレス参照。http : //www.asb.or.jp/html/iasb/standards/ias 080214
/comments 20080214.php
http : //www.iasb.org/News/Press+Releases/IASB+issues+amendments+to
+improve+the+financial+reporting+of+particular+financial+instruments.htm
（７） 払戻可能出資金・協同組合出資金に関する国際会計基準の推移に関して，
これまで以下の諸論考がある。
① 内田多喜生「協同組合資本を巡る議論について―国際会計基準 IAS３２号改
訂における出資金の取り扱いと協同組合陣営の対応―」農林中金総合研究所
『調査と情報』第２０９号，２００４年７月。
② 堀越芳昭「国際会計基準と協同組合の出資金をめぐる最新動向」『いのちと
くらし研究所報』第８号，２００４年８月。
④ 堀越芳昭「協同組合の出資金は負債か－出資金論争の根本問題とその対
応－」（財）協同組合経営研究所『にじ』２００５年１月。
⑤ 明田 作「協同組合の資本問題と会計制度－協同組合の資本と会計面から
協同組合の本質を探る 座長問題提起」『協同組合研究』第２４巻第１号・春季
号，２００５年３月。
⑥ 齋藤 敦「国際会計基準の動向と協同組合への影響」『協同組合研究』第２４
巻第１号・春季号，２００５年３月。
⑦ 松崎 良（２００５）「企業会計基準と協同組合会計」『協同組合研究』第２４巻
第１号・春季号，３月。
⑧ 重頭ユカリ「欧州の協同組合銀行における国際会計基準第３２号への対応状
況―組合員の出資金に関する会計上の取り扱いをめぐる動き―」農林中金『農
林金融』２００８年６月。
⑨ 齊藤 敦「協同組合と国際会計基準について」日本共済協会『共済と保険』
２００８年９月。
⑩ 堀越芳昭「国際会計基準における協同組合出資金の検討推移―協同組織金
融機関の資本をめぐって―」協同金融研究会『協同金融』No．８１，２００８年１０
月。
（８） 「協同組合資本論争」に関して，堀越芳昭『協同組合資本学説の研究』日本
経済評論社，１９８９年，および堀越芳昭「協同組合の出資金は負債か－出資金論
国際会計基準・払戻可能出資金の資本要件
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争の根本問題とその対応－」（財）協同組合経営研究所『にじ』２００５年１月，を
参照されたい。
（９） 「協同組合の資本原則」に関して，前出拙著『協同組合資本学説の研究』，
拙稿「協同組合の資本原則の検討」（日本経営学会『経営学論集』第６５集，千倉
書房，１９９５年９月），共著『新原則時代の協同組合』（家の光協会，１９９６年）に
おける拙稿等を参照されたい。
（１０） 「協同組合の機能的特質と存在的特質」に関して，堀越芳昭「協同組合出資
金の特質―その負債性と資本性の検討―」農林中金総合研究所『調査と情報』
第２０９号，２００４年７月，堀越芳昭「協同組合『資本』の基本的諸問題－出資金の
負債性と資本性を中心に」『協同組合研究』第２４巻第１号・春季号，２００５年３月
を参照。
（１１） 「協同組合の出資金政策」に関して，前出拙稿「協同組合『資本』の基本的
諸問題－出資金の負債性と資本性を中心に」を参照。
（１２） この農協法の改正に関して，前出拙稿「協同組合の出資金は負債か－出資
金論争の根本問題とその対応－」を参照。
研究年報 社会科学研究 第２９号（２００９年２月１５日）
９２
